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１ はじめに

美郷町は平成１８年の町制施行以来、行財政改革の取り組みとして歳出削減や経費の節減合理化及び

事務事業の見直し等とあわせて職員数の削減による総人件費の抑制に努めてきました。

さらに、職員定員管理を計画的に進めるための基本的な方針として、平成１８年に第１次美郷町定員

適正化計画（計画期間、平成 18年度～平成 22年度）を策定し、その後も第２次計画（計画期間、平成

23年度～平成 25年度）、第３次計画（計画期間、平成 26年度～平成 30年度）において随時改訂を加

えながら、合併協定における職員の定数管理に関する方針である退職者の３割以内の補充を基本とした

定員管理に努めてきました。

現在まで、定年退職者の増加や早期退職等により職員数は大きく減少しています。

しかし、類似団体との比較においては、依然として職員数が過多であることや、平成２７年度までは

合併前の旧３村が存続しているものと仮定して算定される、いわゆる「合併算定替」の特例を受けて交

付されていた地方交付税が、平成２８年度からこの特例による優遇措置が段階的に削減されており、平

成３３年度に一本算定に移行することで、平成２８年度と比較すると単年度で約５億円以上の普通交付

税が削減される見込であり、今後は歳出経費の更なる削減を意識した計画的な経営が求められます。

さらに、平成２５年３月の閣議決定で、「地方公務員の雇用と年金の接続については、各地方公共団

体にいて、本決定の趣旨を踏まえ、能力・実績に基づく人事管理を推進しつつ、地方の実情に応じて必

要な措置を講ずるよう要請する」とされたことや、「６５歳完全定年制」の導入についても検討が進め

られていることから、再任用や定年延長も見据えた定員管理を行う必要が生じています。

今後については、これまでの行政課題に加え、人口減少に歯止めをかけ、地方創生を目指した総合戦

略の実践や公共施設の適正化など、行政需要の多様化及び地方分権がこれまで以上に進展していくこと

が予想されることを踏まえると、単に職員を減らすことだけを目的とするのではなく、住民の信頼に応

えることができる行政を実現していくために、将来的に持続可能で安定した行政サービスを維持するた

め、中長期的な視点に立った計画的な職員の定員管理と人材育成を計画的に進めていく必要があります。

このため、こうした情勢に対応するため、２０１９年４月から２０２４年３月の５年間を期間とする

第４次定員適正化計画を策定するものです。

２ これまでの定員管理の状況

（１）職員数の推移（第３次計画期間：平成２６年度～平成３０年度）

平成２６年度から平成３０年度までの５年間を計画期間として実施した第３次定員適正化計画では、

平成２５年４月１日現在の職員数２０３名を基準として、平成３０年度までの５年間で１４名（７％）

減員することを目標とし、平成３０年４月１日の職員数を１８８名とする目標を定めていましたが、計

画的な採用や早期退職などにより平成３０年４月１日の職員数は１８５名という実績になりました。
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職員数の推移（第３次計画期間：平成２６年度～平成３０年度）

※地方公共団体定員管理調査（第４表）より抜粋

年 度

職 種

H18 H26 H27 H28 H29 H30

H18.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

保健師 7 7 7 7 7 7

獣医師 1 1 1 1 1 1

栄養士 2 2 1 1 1 1

保育士 6 1 1 1 1 1

寄宿舎指導員等

（老人ホーム）
2

生活・作業指導員

（老人ホーム）
1

一般事務職 155 134 129 122 119 119

運転手 1

守衛・庁務員（学校） 8 2 2 2 1 1

調理員 6 1 1 1 1 1

社会教育主事・指導主事 1 1 1 1 1 1

その他教育公務員

（幼稚園教諭）
9 5 5 5 5 8

計 199 154 148 141 137 140

医療局

（医事

担当除

く）

医師 4 6 6 6 6 7

看護師 34 31 34 34 32 31

その他医療職 7 8 7 6 6 6

管理栄養士 2 2 2 2 2 1

計 47 47 49 48 46 45

合 計 246 201 197 189 183 185

定員適正化計画目標値 198 197 193 188 188

目標値に対する増減数 3 0 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 3
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（２）職員の年齢構成の状況
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上記表は職員の年齢構成を表したものです。

表を見ても分かるように職員全体、医療職以外、医療職すべての表において年齢構成は逆ピラミッド

型であり、著しく若年層の職員が少ないことが分かります。

職員全体で見ると特に５１歳～６０歳の占める割合は６４名（３４．６％）と非常に高い割合を占め

ています。反対に１９歳～３０歳の占める割合は１７名（９．２％）と極端に少ないことを鑑みると、

将来の行政運営に不安がないとは言えません。

今後は職員採用が退職者の欠員補充の視点のみで行われると、さらに年齢的な世代の偏りを招く危険

性があり、年齢構成の平準化にも配慮しつつ高卒から２０歳代前半を中心とした長期的な視点に立った

計画的な職員採用を行うことが必要です。
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（３）人件費の推移（地方財政状況調査より抜粋：下記対象は一般会計のみ）
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前頁の表は、歳出総額に占める人件費の割合を示したものです。

人件費には一般職の他、特別職、非常勤特別職も含み、給料や各種手当・共済費・退職手当負担金等

もこれに含まれます。

本町における比率は、大規模事業の実施により歳出総額が大きくなっている年度があり、若干の増減

はあるものの、約１５％程度を維持しています。

全国のどの自治体も職員数の適正管理に努めており、平成１８年度には２１．１％であった比率も

年々減少し、平成２８年度には１５．５％となっています。

また、人件費総額をみてみると、合併時の平成１８年度決算では１，７３９，８２２千円であったの

に対し、平成２８年度決算では１，２６２，２６１千円と約４７７，５６１千円（▲２７．４％）減少

しています。

３ 他の自治体（類似団体）との比較

（１）部門別職員数の類似団体との比較
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前頁の表は、全国のすべての市区町村を対象にして、その人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）

の２つの要素を基準として、いくつかのグループに分け、グループに属する市区町村の職員数と人口を

それぞれ合計して、グループごとに人口１万人あたりの職員数を算出し、そのグループ類似団体として

職員数の比較をするものです。したがって、グループごとに算出した人口１万人あたりの職員数は、そ

のグループに属する類似団体の人口１万人当たり職員数の平均値ということになります。

本町の類型は「Ⅱ－０」であり、これは人口 5,000人～10,000人、産業構造２次、３次産業が８０％

未満のグループで、このグループには全国で９８団体が属しています。

前頁の表の単純値による比較とは、中部門又は小部門に職員が配置されていない団体について考慮す

ることなく集計して平均値が算出されており、類似団体と比較して一般行政職で３８名、普通会計職員

数で４０名の超過状態にあります。

また、修正値による比較とは、団体によっては清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事

務組合等の所管としている場合など、中・小部門に配置されていない団体についても、そのまま集計し

ている単純値で比較する場合、当該中・小部門に職員を配置している類似の団体よりも職員数が少なく

算出されることになることから、小部門毎に比較して算出しているものです。この修正値による比較に

よると一般行政職で４９名、普通会計職員数で５１名の超過状態にあります。

この類似団体職員数は、類似団体別に「人口１万人あたりの職員数」という指標のみを用いて比較し

たものです。しかしながら、地方公共団体が実際に職員を配置するにあたっては、人口規模以外にも、

地勢条件、団体の財政状況等の社会経済条件、地域住民の行政に対する要望や団体の施策の選択等の

様々な要因（行政需要）で決定されます。そのため、算出結果は、「あるべき水準」を示すものではな

く、例えば、「なぜ自分の団体は他の類似団と比べ、この部門の職員数が多いのか」といった、各団体

が自ら考える”あるべき水準”を検討するうえでの”気づき”のための指標として活用することを目的

としています。

本町は合併団体であると同時に広大な面積を有し、集落が点在している等、行政運営の非効率性から

職員数が多いと考えられ、合併時からは相当数の職員数の減となっているものの、上記のことからも分

かるように全国の類似団体と比較すると際立って超過の状況にあることから、引き続き職員数の適正な

定数管理が求められます。

類似団体の平均値に近づくことは一足飛びにはいかないものの、長期的な目標として常に持ち続ける

ことが必要です。



9

４ 今後の定年退職者数

（１）２０１８年度～２０２３年度における定年退職者数 ※２０１８のみ早期希望退職者を考慮

２０１８年度から２０２３年度までの退職予定者数の合計は４４名で、この内訳は医療局以外の職員

が３５名、医療局職員が９名と推計されます。

５ 年金制度改革に伴う雇用延長の動向

国では、退職共済年金の支給年齢が平成２５年度以降、段階的に６０歳から６５歳へと引き上げられ

ることに伴い、退職者の無収入期間が生じないよう雇用と年金の接続を図ることとして、雇用延長措置

として、定年の引き上げによらず再任用制度（一旦退職し、再度任用する制度）によること、また定年

退職者が希望する場合は、一定の基準はあるものの、原則として再任用しなければならないこと等の基

本方針が示されています。

さらに、政府は公務員の定年を６５歳に引き上げることを検討しており、早ければ２０１９年の通常

国会に国家公務員法など関連法改正案を提出し、２０２１年度から段階的に実施する見通しとなってい

ます。

町では、早期退職者募集制度により人事の新陳代謝を図るとともに、新規採用職員数を合併協定にお

ける職員の定数管理に関する方針である退職者の３割以内に堅持することで、計画的な人員削減を進め

てきましたが、再任用制度及び定年延長の導入により、本来退職すべき職員が実質退職しないこととな

り、引き続き定員削減を進めるためには、新規採用枠を縮小しなければならなくなります。

町職員の構成は、５０歳代に全体の約３５％の職員が偏在した「逆ピラミッド」構造であり、一定の

新規採用を行わないと年齢構成がいびつになり、将来的な役職への登用等、組織運営に問題が生じるこ

年 度

職 種

H30
(2018)

H31
(2019)

新元号 2
(2020)

新元号 3
(2021)

新元号 4

(2022)
新元号 5
(2023) 計

H31.3.31 H32.3.31 H33.3.31 H34.3.31 H35.3.31 H36.3.31

保健師 １ １

保育士 １ １

一般事務職 ６ ６ ６ ６ ４ ３ ３１

守衛・庁務員（学校） １ １

調理員 １ １

計 ７ ６ ６ ７ ５ ４ ３５

医療局

（医事担当

除く）

医師 １ １ ２

看護師 １ ３ １ １ ６

その他医療職 １ １

計 １ ５ １ ０ ０ ２ ９

合 計 ８ １１ ７ ７ ５ ６ ４４
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とも危惧されます。

６ 定員適正化計画

（１）基本方針

本町は広大な町域を有することによる非効率性と向かい合いながらも、身の丈に合った財政規模と少

数精鋭によるスリムで効率的な行政組織を整備し、最小の経費で最大の効果を上げる行政システムの確

立を目指すため、職員の定員適正化を更に推進することとします。

（２）定員適正化計画の位置づけ

本計画は、住民の信頼に応えることができる行政を実現していくために、将来的に持続可能で安定し

た行政サービスを維持するため、中長期的な視点に立った計画的な職員の定員管理に関する考え方をま

とめたものであり、町の最上位計画である美郷町総合計画の推進を下支えする役割を持つ第４次美郷町

行政改革大綱と連動した計画として位置づけます。

（３）計画期間

本計画における推進期間は、２０１９年度から２０２３年度までの５年間とし、計画期間中であって

も必要に応じて見直しを行います。

計画期間：２０１９年４月１日～２０２４年３月３１日

（４）目標職員数

計画期間中においては、財政規模の縮減が最重要課題になることや、今後も本町の人口減少が続くも

のと想定されることから、引き続き適正定員への削減が求められます。

しかし、病院等の医療職や幼稚園教諭等の専門職は、人材確保が困難となっている現状の中において、

町民サービスの低下が懸念されること、受益者に対する定数が定められているなど、本計画期間におけ

る減員は困難な状況です。

平成２９年度における類似団体との比較では、普通会計職員数が５１名超過していますが、これまで

美郷町総合計画

～豊かで活力のある安全・安心な郷づくり～

第４次美郷町行政改革大綱

総合計画推進

の下支え

第４次美郷町定員適正化計画
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どおり一般行政職について、退職者の補充の抑制措置を継続します。

しかし、今後の定年退職者数やこれまでの早期退職の実績を考慮すると、本年度以降、普通会計にお

いて大量退職が見込まれ、引き続き一般行政職の新規採用を退職者の３割以内とする抑制措置を実施す

ると、職員の年齢構成に過度な偏重が生じ、今後の組織運営に課題が生じると危惧されます。

さらに、制度化された雇用と年金の継続として再任用制度が導入されるとともに、定年延長の導入が

議論されていますが、現時点では考慮しないこととします。

以上のことを勘案し、目標職員数を以下の考え方により設定します。

（５）目標職員数設定の考え方

① 医療職、幼稚園教諭等の専門職の削減は困難なことから、削減目標は事務系の一般行政職を中心に

実施します。

② 職員の年齢構成の是正を考慮した採用計画を策定します。

③ 技能労務職にあっては、民間委託や臨時職員等の対応に切り替えるなど、退職者不補充を原則とし

ます。

④ 外部への委託については、行政責任の確保、公共性の確保、住民サービスの維持向上、効率性・経

済性の確保を基本とし、委託可能な業務等については積極的に民間委託の推進を図るとともに、公共

施設の管理について、指定管理者制度の活用を図ります。

⑤ 豊富な経験を有する職員を幅広く確保するため、有資格者や社会人採用を実施するとともに、必ず

しも職員が担う必要のない職については、臨時職員等の積極的な活用を図ります。

⑥ 再任用制度及び定年延長制度の導入を受け、制度が確定した時点で以降の該当者数を見込み、本計

画を見直すこととします。

（６）定員適正化の方法

① 退職者数と採用者の調整

計画期間中、今後の退職者の見込み及び財政状況に配慮しながら、職員の新規採用者数を抑制するこ

とで、全体の職員数を削減していくことを基本としますが、将来の年齢構成の平準化にも配慮し以下の

とおり抑制することとします。

新規採用者数は、最小で退職者数の「５割」、最大で「７割」の補充とし、各年度の採用者数は各年

度毎の退職者数に因らず計画期間内全体の退職者数を押し並べて考慮することとします。

なお、医療職にあっては、町民への医療提供を重視するとともに、今後のあるべき医療体制を考慮し
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つつ職員数の適正化を行うこととします。

② 人材育成と職員の採用

「美郷町人材育成基本方針」に基づき、町民の負託に応え、その使命を全うするため、複雑多様化す

る行政需要に対応できる専門的知識を有した職員の確保と時代の変化に対応できる人材の育成、能力開

発を推進します。

また、能力評価と実績評価を含む人事評価制度により、職員の意識改革や意欲の醸成を図ります。

③ 事務事業の見直し

限られた財源の中で新たな行政課題や社会経済情勢の変化に的確に対応し、最小の経費で最大の投資

効果を得るために、民間の経営感覚や発想を取り入れた事務事業の見直しを推進します。

④ 組織機構の改善

地域主権改革など新たな行政課題や町民の多様なニーズに弾力的かつ的確に対応するため、組織・機

構全般の総点検を行い、簡素で合理的な組織・機構への不断の見直しによる役場の機能向上を進めます。

⑤ 民営化等の推進

簡素で効率的な行政運営を目指し、町民サービスの向上と経費節減を図るため、事務事業の外部委託

や公の施設の管理運営については、指定管理者制度を充実させるなど民間活力を積極的に活用すること

とします。

⑥ 早期希望退職制度の活用

職員の退職促進と人件費抑制のため、早期希望退職制度を推進します。

（７）その他

① 障がい者雇用

「障がい者の雇用の促進等に関する法律」に基づく地方公共団体の障がい者の法定雇用委率２．５％

（平成３０年４月１日以降）を維持していくため、障がい者の雇用に努めます。

７ 本計画期間中の定員管理の目標

平成１８年１月の町制施行以来、行財政改革を推進し、また早期退職制度の推進などにより職員数の

適正化に努めてきましたが、類似団体との職員数を比較した場合、依然として全国の類似団体と比較す

ると際立って超過の状況が続いています。

また、本町の将来人口は今後ますます減少していくことが予想され、普通交付税の合併算定替の特例

も平成３３年度からは完全に一本算定に移行するなど、将来的に持続可能で安定した行政サービスを維

持していくためには、更に職員数の削減を進めながら、より効率的・効果的な行政運営を行っていくこ
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とが必要となります。

このような状況を踏まえ、第４次美郷町定員適正化計画における削減目標は次のとおりとします。

【参考】 年度毎の職員数目標値（職員数は各年度４月 1日現在）

■職員全体

■医療職以外（医事担当を含む） ※採用を退職者の 7割として推計

■医療職（管理栄養士を含み、医事担当は含まない）

＊医療職においては、今後の医療提供体制による数値の変更も考えられる。

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

職員数（全体：当年度 4月 1日） １８５ １８５ １８３ １８２ １８１ １８０ １７８

増減（対前年） － ０ ▲２ ▲１ ▲１ ▲１ ▲２

累 計 － ０ ▲２ ▲３ ▲４ ▲５ ▲７

採用予定（当年度 4月 1日） ５ ５ ８ ６ ６ ４ ４

退職予定（当年度 3月 31日） ８ １１ ７ ７ ５ ６ －

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

職員数（全体：当年度 4月 1日） １４０ １３６ １３５ １３４ １３２ １３１ １３０

増減（対前年） － ▲４ ▲１ ▲１ ▲２ ▲１ ▲１

累 計 － ▲４ ▲５ ▲６ ▲８ ▲９ ▲１０

採用予定（当年度 4月 1日） ２ ３ ５ ５ ５ ４ ３

退職予定（当年度 3月 31日） ７ ６ ６ ７ ５ ４ －

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

職員数（全体：当年度 4月 1日） ４５ ４９ ４８ ４８ ４９ ４９ ４８

増減（対前年） － ４ ▲１ ０ １ ０ ▲１

累 計 － ４ ３ ３ ４ ４ ３

採用予定（当年度 4月 1日）
３

※7/1採用
２ ４ １ １ ０ １

退職予定（当年度 3月 31日） １ ５ １ ０ ０ ２ －

平成３０年４月１日現在の職員数１８５名を

計画期間（2019年度～2023年度）の５年間で７人、３．８％削減することを目標とし、

２０２４年４月１日現在の職員数を１７８人とする。
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